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アンケート調査の概要

1

【調査方法】

インターネット調査（調査委託先：マクロミル）

【調査対象者】

結婚・子育て支援信託の受益者

【回答者数】

450名

【調査協力会社】

三井住友信託銀行株式会社、三菱UFJ信託銀行株式会社、

みずほ信託銀行株式会社、株式会社りそな銀行



本制度について、利用者の61.3%が結婚・妊娠・出産・子育ての後押しに「大いに寄与している（する）」と回答。

利用者の22.4%が「多少寄与している（する）」と回答。

１．結婚・子育てへの寄与について

大いに寄与している

（する）と思う, 

61.3%

多少寄与している（する）

と思う, 22.4%

あまり寄与していない

（しない）と思う, 16.2%

Q この制度は、ご自身の結婚・妊娠・出産・子育ての後押しに寄与している（する）と思いますか。

83.7%
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利用者の8割以上が、本制度の政策目的の通り、「結婚・妊娠・出産・子育ての後押しに寄与している
（する）」と回答している。


Graph1

		大いに寄与している（する）と思う

		多少寄与している（する）と思う

		あまり寄与していない（しない）と思う
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		大いに寄与している（する）と思う		61.3%

		多少寄与している（する）と思う		22.4%

		あまり寄与していない（しない）と思う		16.2%







２．結婚・子育てへの寄与の具体的内容について
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その他

Q.具体的にはどのような点が、ご自身の結婚・妊娠・出産・子育ての後押しに寄与している（する）
と思いますか。（いくつでも）

利用者の7割以上が「生計の負担が軽くなった（なる）」と回答するなど、子や孫の結婚・妊娠・出産・子
育ての後押しに加え、消費の活性化にも寄与している。

3.2%

21.5%

26.0%

33.4%

44.3%

54.1%

74.8%

0% 20% 40% 60% 80%

消費の活性化

子や孫の結婚・妊娠
・出産・子育ての後押し

消費の活性化

生計の負担が軽くなった（なる）

結婚・妊娠・出産・子育てについて贈与者から
支援されていると実感できた（できる）

将来の生計の見通しが立てやすくなった（なる）

資金を都度援助してもらう必要がなくなった（なくなる）
ことから、計画的に結婚や出産、子育てを進めることが

できるようになった（なる）

結婚・妊娠・出産・子育て資金について
贈与者と話し合うきっかけとなった（なる）

子や孫の結婚・妊娠
・出産・子育ての後押し

利用者の74.8%が「生計の負担が軽くなった（なる）」と回答。

また、 54.1% が「贈与者から支援されていると実感できた（できる）」、 44.3% が「将来の生計の見通しが立てやすく
なった（なる）」、 33.4% が「計画的に結婚や出産、子育てを進めることができるようになった（なる）」と回答。

出産・子育てに伴う経済的な負担が減り、
育児休業を取得しやすくなった（なる）
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		その他		その他

		経済的な負担が減り、育児休業を取得しやすくなった（なる）		経済的な負担が減り、育児休業を取得しやすくなった（なる）

		結婚・妊娠・出産・子育て資金について贈与者と話し合うきっかけとなった（なる）		結婚・妊娠・出産・子育て資金について贈与者と話し合うきっかけとなった（なる）
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		将来の生計の見通しが立てやすくなった（なる）		将来の生計の見通しが立てやすくなった（なる）

		結婚・妊娠・出産・子育てについて贈与者から支援されていると実感できた（できる）		結婚・妊娠・出産・子育てについて贈与者から支援されていると実感できた（できる）

		生計の負担が軽くなった（なる）		生計の負担が軽くなった（なる）
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		列1		列2		列3

		その他		3.2%		96.8%

		経済的な負担が減り、育児休業を取得しやすくなった（なる） ケイザイテキフタンヘイクジキュウギョウシュトク		21.5%		78.5%

		結婚・妊娠・出産・子育て資金について贈与者と話し合うきっかけとなった（なる）		26.0%		74.0%

		資金を都度援助してもらう必要がなくなった（なくなる）ことから、計画的に結婚や出産、子育てを進めることができるようになった（なる）		33.4%		66.6%

		将来の生計の見通しが立てやすくなった（なる）		44.3%		55.7%

		結婚・妊娠・出産・子育てについて贈与者から支援されていると実感できた（できる）		54.1%		45.9%

		生計の負担が軽くなった（なる）		74.8%		25.2%







贈与者が制度を知ったきっかけについては、「贈与者ご自身（ご自身でお調べになった等）」（66.9%）との回答が最も
多い 。

３．贈与者が制度を知ったきっかけについて

贈与者ご自身（ご自身で

お調べになった等）, 

66.9%

あなた（受益者様）からの

ご案内, 25.3%

その他, 7.8%

Q 贈与者がこの制度を最初に知ったきっかけは、次のうちどれによるものだと思いますか。
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贈与者による主体的な認知をきっかけとして、本制度が利用される傾向が見られる。


Graph1

		贈与者ご自身（ご自身でお調べになった等）

		あなた（受益者様）からのご案内

		その他
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		贈与者ご自身（ご自身でお調べになった等） ゾウヨシャジシンジシンシラトウ		66.9%

		あなた（受益者様）からのご案内 ジュエキシャサマアンナイ		25.3%

		その他 タ		7.8%







４．申込みのきっかけについて

38.1%
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37.2%

28.4%

申込みのきっかけについては、利用者が「婚約・結婚したから」（47.6%）との回答が最も多い 。

次いで、33.8%が 「今後いずれは結婚・妊娠・出産・子育てに寄与すると思ったから」と回答。

Q.贈与者がこの制度に申し込むことを考えたきっかけは何だと思いますか。（いくつでも）

申込みのきっかけとして約5割が利用者の婚約・結婚と回答し、3割以上が利用者が成人年齢になり今後の
結婚・妊娠・出産・子育てに寄与すると思ったと回答するなど、子や孫のライフステージの変化により
結婚・妊娠・出産・子育ての後押しを考え始める傾向が見られる。

6.9%

7.1%

3.3%

10.9%

33.8%

47.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

あなたが婚約・結婚したから

あなたが成人年齢になり、（今すぐでなくても）今後いず
れは結婚・妊娠・出産・子育てに寄与すると思ったから

あなたに子供が生まれたから

あなた、または配偶者が妊娠したから

わからない

その他
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		その他		その他

		わからない		わからない

		あなた、または配偶者が妊娠したから		あなた、または配偶者が妊娠したから

		あなたに子供が生まれたから		あなたに子供が生まれたから

		あなたが成人年齢になり、（今すぐでなくても）今後いずれは結婚・娠・出産・子育てに寄与すると思ったから		あなたが成人年齢になり、（今すぐでなくても）今後いずれは結婚・娠・出産・子育てに寄与すると思ったから

		あなたが婚約・結婚したから		あなたが婚約・結婚したから
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		列1		列2		列3

		その他 タ		6.9%		0.9				専門家（ファイナンシャル・プランナー等）に薦められたから		1072

		わからない		7.1%		0.9				知人・友人に薦められたから		516

		あなた、または配偶者が妊娠したから		3.3%		1.0				煩雑な都度の贈与をせずに、一括贈与ができるから		3759

		あなたに子供が生まれたから		10.9%		0.9				申込み可能期間に期限があるから		645

		あなたが成人年齢になり、（今すぐでなくても）今後いずれは結婚・娠・出産・子育てに寄与すると思ったから セイジンネンレイ		33.8%		0.7				その他		641

		あなたが婚約・結婚したから		47.6%		0.5				わからない		452







8.2%

21.6%

23.8%

24.0%

26.0%

38.7%

46.9%

62.0%

0% 20% 40% 60% 80%

上記以外の引越し費用

新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用

産後ケアに係る費用

不妊治療に係る費用

小学校就学前の子の医療費

幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用

出産のための費用

挙式・披露宴等に係る費用

５．結婚・子育て資金の利用方法について
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資金の利用方法については、利用者の62.0%が「挙式・結婚披露宴等に係る費用」と回答。

次いで、46.9%が「出産のための費用」、38.7%が「幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用」と回答。

Q.この制度により、一括贈与を受けた資金の利用方法（予定含む）について、あてはまるものを
すべて教えてください。（いくつでも）

挙式・結婚披露宴等の結婚関係の費用に加え、妊娠・出産や子育て関係の費用に幅広く利用されており、
利用者の結婚・妊娠・出産・子育ての後押しに寄与している。

結婚関係

妊娠・出産関係

子育て関係

子育て関係

妊娠・出産関係

妊娠・出産関係

結婚関係

結婚関係
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		上記以外の引越し費用		上記以外の引越し費用		上記以外の引越し費用

		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用

		産後ケアに係る費用		産後ケアに係る費用		産後ケアに係る費用

		不妊治療に係る費用		不妊治療に係る費用		不妊治療に係る費用

		小学校就学前の子の医療費		小学校就学前の子の医療費		小学校就学前の子の医療費

		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用

		出産のための費用		出産のための費用		出産のための費用

		挙式・披露宴等に係る費用		挙式・披露宴等に係る費用		挙式・披露宴等に係る費用
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		列1		列2		列3		列4

		上記以外の引越し費用 ジョウキイガイ		8.2%		91.8%

		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		21.6%		73.7%

		産後ケアに係る費用		23.8%		76.2%

		不妊治療に係る費用 フニンチリョウカカヒヨウ		24.0%		76.0%

		小学校就学前の子の医療費		26.0%		74.0%

		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		38.7%		61.3%

		出産のための費用		46.9%		53.1%

		挙式・披露宴等に係る費用		62.0%		38.0%







６-１．負担軽減に伴う資金の利用方法
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0.8%

50.4%

52.3%

56.2%

0% 20% 40% 60%

将来に備えて資産形成を行いたい

他の支出に充てたい（生活費、旅行・レジャー等遊興費、
家具、家電、自動車等の耐久消費財、住宅の取得・増改築等）

本制度による資金に加え、さらに追加して、結婚や出産に伴う
費用、子供の医療費や保育料といった子育ての費用に充てたい

その他

本制度の利用による結婚・妊娠・出産・子育てに係る費用の負担軽減は、将来の支出に備えた資産形成や、
結婚・妊娠・出産・子育てに係る費用の更なる充実、当該費用以外への支出による消費の活性化につなが
っていることが見て取れる。

負担軽減に伴う資金の利用方法は、56.2%が「他の支出に充てたい」、52.3%が「将来に備えて資産形成を行いたい」、
50.4%が 「さらに追加して、結婚や出産に伴う費用、子供の医療費や保育料といった子育ての費用に充てたい」と
回答。

Q.この制度によって結婚・妊娠・出産・子育て資金の負担が軽くなった分を、どのように利用したいと思いますか。
（いくつでも）
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		その他		その他

		本制度による資金に加え、さらに追加して、結婚や出産に伴う費用、子供の医療費や保育料といった子育ての費用に充てたい		本制度による資金に加え、さらに追加して、結婚や出産に伴う費用、子供の医療費や保育料といった子育ての費用に充てたい

		将来に備えて資産形成を行いたい		将来に備えて資産形成を行いたい

		他の支出に充てたい（生活費、旅行・レジャー等遊興費、家具、家電、自動車等の耐久消費財、住宅の取得・増改築等）		他の支出に充てたい（生活費、旅行・レジャー等遊興費、家具、家電、自動車等の耐久消費財、住宅の取得・増改築等）
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		列1		列2		列3

		その他		0.8%		99.2%

		本制度による資金に加え、さらに追加して、結婚や出産に伴う費用、子供の医療費や保育料といった子育ての費用に充てたい		50.4%		49.6%

		将来に備えて資産形成を行いたい ショウライソナシサンケイセイオコナ		52.3%		47.7%

		他の支出に充てたい（生活費、旅行・レジャー等遊興費、家具、家電、自動車等の耐久消費財、住宅の取得・増改築等）		56.2%		43.8%







６-２．負担軽減に伴う資金の利用方法（消費支出）

1.4%

31.1%

44.3%

51.9%

77.8%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

住宅の取得・増改築

耐久消費財（家具、家電、自動車等）

旅行・レジャー等遊興費

生活費
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負担軽減分の支出先について「他の支出に充てたい」と回答した利用者のうち、77.8%が「生活費」、51.9% が「旅行・
レジャー費等遊興費」、 44.3％が「耐久消費財」と回答。

Q.（６-１．で「他の支出に充てたい」と答えた回答者に質問）具体的に何に使いたいですか。（いくつでも）

本制度の利用による結婚・妊娠・出産・子育てに係る費用の負担軽減により生活費等の支出が増加し、
利用者の家計支援とともに、消費の活性化にもつながっている。


Graph1

		その他		その他

		住宅の取得・増改築		住宅の取得・増改築

		耐久消費財（家具、家電、自動車等）		耐久消費財（家具、家電、自動車等）

		旅行・レジャー等遊興費		旅行・レジャー等遊興費

		生活費		生活費
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		列1		列2		列3

		その他		1.4%		98.6%

		住宅の取得・増改築		31.1%		68.9%

		耐久消費財（家具、家電、自動車等）		44.3%		55.7%

		旅行・レジャー等遊興費		51.9%		48.1%

		生活費		77.8%		22.2%







６-３．負担軽減に伴う資金の利用方法（資産形成）

73.4%

56.0%
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負担軽減分の支出先について「将来に備えて資産形成を行いたい」と回答した利用者のうち、79.2%が

「投資信託」、56.3%が「株式」と回答。

Q. （６-１．で「将来に備えて資産形成を行いたい」と答えた回答者に質問）資産形成にあたってどのような運用方法
を予定していますか。（いくつでも）

本制度の利用による負担軽減分の資金が、将来の支出に備えた資産形成のために投資信託や株式などで
運用されることにより、金融市場への資金流入にもつながることが期待される。

1.0％

19.3%

34.0%

56.3%

79.2%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

債券（国債、社債等）

生命保険

株式

投資信託
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		債券（国債、社債等）		債券（国債、社債等）

		生命保険		生命保険

		株式		株式

		投資信託		投資信託



列2

列3

1.0％

0.01

0.99

0.193

0.807

0.34

0.66

0.563

0.54

0.792

0.208



Sheet1

		

		列1		列2		列3

		その他		1.0%		99.0%

		債券（国債、社債等） サイケン		19.3%		80.7%

		生命保険 セイメイホケン		34.0%		66.0%

		株式 カブシキ		56.3%		54.0%

		投資信託 トウシシンタク		79.2%		20.8%







６-４．負担軽減に伴う資金の利用方法（結婚・子育て費用）

73.4%

56.0%

10

負担軽減分の支出先について「さらに結婚・子育て等の費用に充てたい」と回答した利用者のうち、

57.9%が「幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用」、44.7%が「出産のための費用」と回答。

Q. （６-１．で「さらに結婚・子育て等の費用に充てたい」と答えた回答者に質問）具体的にどのような費用に支出しま
すか。（いくつでも）

本制度の利用による結婚・妊娠・出産・子育てに係る費用の負担軽減は、利用者の出産・子育て関係の
費用を充実させることにつながっている。

5.8%

9.5%

24.7%

28.4%

30.0%

32.6%

38.9%

44.7%

57.9%

0% 20% 40% 60%

その他

上記以外の引越し費用

挙式・結婚披露宴等に係る費用

新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用

不妊治療に係る費用

産後ケアに係る費用

小学校就学前の子の医療費

出産のための費用

幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用


Graph1

		その他		その他

		上記以外の引越し費用		上記以外の引越し費用

		挙式・結婚披露宴等に係る費用		挙式・結婚披露宴等に係る費用

		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用

		不妊治療に係る費用		不妊治療に係る費用

		産後ケアに係る費用		産後ケアに係る費用

		小学校就学前の子の医療費		小学校就学前の子の医療費

		出産のための費用		出産のための費用

		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用



列2

列3

0.058

0.942

0.095

0.905

0.247

0.753

0.284

0.716

0.3

0.7

0.326

0.674

0.389

0.611

0.447

0.553

0.579

0.421
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		列1		列2		列3

		その他 タ		5.8%		94.2%

		上記以外の引越し費用 ジョウキイガイ		9.5%		90.5%

		挙式・結婚披露宴等に係る費用		24.7%		75.3%

		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		28.4%		71.6%

		不妊治療に係る費用		30.0%		70.0%

		産後ケアに係る費用		32.6%		67.4%

		小学校就学前の子の医療費		38.9%		61.1%

		出産のための費用		44.7%		55.3%

		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		57.9%		42.1%







７-１．本制度がなかった場合の影響

73.4%
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本制度がなかった場合の影響について、60.7%が「生活費等の他の支出を減らすことになった」、54.9％が「結婚・
妊娠・出産・子育てに要する費用を節約した」、9.8%が「妊娠・出産を諦めた」、2.2％が「結婚を諦めた」と回答。

Q.仮に、この制度がなかった場合、どのような影響があったと思いますか。（いくつでも）

本制度の利用による負担軽減により、本来行うことのできなかった生活費等他の支出や結婚・妊娠・出産・
子育てへのさらなる支出が行われ、消費活性化や結婚・妊娠・出産・子育ての後押しにつながっている。

11.8%

2.2%

5.1%

9.8%

54.9%

60.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

結婚を諦めた

借入をする必要があった

妊娠・出産を諦めた

結婚・妊娠・出産・子育てに

要する費用を節約した

生活費等の他の支出を

減らすことになった


Graph1

		その他		その他

		結婚を諦めた		結婚を諦めた

		借入をする必要があった		借入をする必要があった

		妊娠・出産を諦めた		妊娠・出産を諦めた

		結婚・妊娠・出産・子育てに
要する費用を節約した		結婚・妊娠・出産・子育てに
要する費用を節約した

		生活費等の他の支出を
減らすことになった		生活費等の他の支出を
減らすことになった



列2

列3

0.118

0.882

0.022

0.978

0.051

0.949

0.098

0.902

0.549

0.451

0.607

0.393
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		列1		列2		列3

		その他		11.8%		88.2%

		結婚を諦めた		2.2%		97.8%

		借入をする必要があった		5.1%		94.9%

		妊娠・出産を諦めた ニンシンシュッサンアキラ		9.8%		90.2%

		結婚・妊娠・出産・子育てに
要する費用を節約した ケッコンニンシンシュッサンコソダヨウヒヨウセツヤク		54.9%		45.1%

		生活費等の他の支出を
減らすことになった セイカツヒトウホカシシュツヘ		60.7%		39.3%







７-２．本制度がなかった場合の影響（結婚等に要する費用）

73.4%
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本制度がなかった場合の影響について、「結婚・妊娠・出産・子育ての費用を節約した」と回答した利用者が節約
する費用は、 72.1%が「挙式・披露宴等に係る費用」、 30.8%が「幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用」、 28.7%が
「新居の家賃・敷金・礼金等」、 22.3%が「出産のための費用」と回答。

Q.（７-１．で「結婚・妊娠・出産・子育てに要する費用を節約した」と答えた回答者に質問）具体的にどのような
費用を節約したと思いますか。（いくつでも）

本制度の利用による負担軽減により、本来行うことのできなかった結婚・妊娠・出産・子育てへの
さらなる支出が可能になっており、結婚・妊娠・出産・子育ての支援制度として有用と言える。

0.4%

10.1%

10.9%

19.4%

21.5%

22.3%

28.7%

30.8%

72.1%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

小学校就学前の子の医療費

上記以外の引越し費用

不妊治療に係る費用

産後ケアに係る費用

出産のための費用

新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用

幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用

挙式・披露宴等に係る費用


Graph1

		その他		その他

		小学校就学前の子の医療費		小学校就学前の子の医療費

		上記以外の引越し費用		上記以外の引越し費用

		不妊治療に係る費用		不妊治療に係る費用

		産後ケアに係る費用		産後ケアに係る費用

		出産のための費用		出産のための費用

		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用

		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用

		挙式・披露宴等に係る費用		挙式・披露宴等に係る費用



列2

列3

0.004

0.996

0.101

0.899

0.109

0.891

0.194

0.806

0.215

0.785

0.223

0.777

0.287

0.713

0.308

0.692

0.721

0.279
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		列1		列2		列3

		その他 タ		0.4%		99.6%

		小学校就学前の子の医療費		10.1%		89.9%

		上記以外の引越し費用		10.9%		89.1%

		不妊治療に係る費用		19.4%		80.6%

		産後ケアに係る費用		21.5%		78.5%

		出産のための費用		22.3%		77.7%

		新居の家賃・敷金・礼金等に係る費用		28.7%		71.3%

		幼稚園・保育園・ベビーシッター等費用		30.8%		69.2%

		挙式・披露宴等に係る費用		72.1%		27.9%

		無回答 ムカイトウ		0.0%		100.0%







８．物価上昇・不動産価格上昇の影響

73.4%
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物価上昇・不動産価格上昇の影響について、58.2%が「結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きく
なった」、31.8%が「これから結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなる恐れがある」と回答。

Q.昨今の物価上昇・不動産価格上昇の影響により、結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感に変化が
あった、または今後変化があると考えますか。

利用者の約9割が物価上昇・不動産価格上昇の影響により「結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の
負担感が大きくなった」または「大きくなる恐れがある」と回答しており、これらの負担軽減に本制度は
資する。

8.7%

31.8%

58.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

これから結婚・妊娠・出産・子育てにかかる

費用の負担感が大きくなる恐れがある

結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の

負担感はこれまでと変わっていない

結婚・妊娠・出産・子育てにかかる

費用の負担感が大きくなった

その他 1.3%
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		その他		その他

		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感はこれまでと変わっていない		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感はこれまでと変わっていない

		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなる恐れがある		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなる恐れがある

		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなった		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなった



これから結婚・妊娠・出産・子育てにかかる
費用の負担感が大きくなる恐れがある

結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の
負担感はこれまでと変わっていない

結婚・妊娠・出産・子育てにかかる
費用の負担感が大きくなった

その他

1.3%
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0.013

0.987

0.087

0.913

0.318

0.682

0.582

0.418
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		列1		列2		列3

		その他		1.3%		98.7%

		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感はこれまでと変わっていない ニンシン		8.7%		91.3%

		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなる恐れがある ニンシンオソ		31.8%		68.2%

		結婚・妊娠・出産・子育てにかかる費用の負担感が大きくなった ニンシン		58.2%		41.8%







９-１．本制度の改善して欲しいと思う点

73.4%

56.0%
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本制度の改善して欲しいと思う点について、 58.4%が「受託者に対する払出請求の簡素化」と回答。また、 58.2%が

「支払い対象となる範囲の拡充」と回答。

Q.この制度について、改善して欲しいと思う点は何ですか。（いくつでも）.

利用者の約6割が「受託者に対する払出請求の簡素化」および「支払い対象となる範囲の拡充」について
改善して欲しいと回答している。

9.3%

12.0%

58.2%

58.4%

0% 20% 40% 60%

その他

特になし

支払い対象となる範囲の拡充

受託者に対する払出請求の簡素化
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		その他		その他

		特になし		特になし

		支払い対象となる範囲の拡充		支払い対象となる範囲の拡充

		受託者に対する払出請求の簡素化		受託者に対する払出請求の簡素化
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9.3%

0.093

0.907

0.12

0.88

0.582

0.418

0.584

0.416
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		列1		列2		列3

		その他		9.3%		90.7%

		特になし トク		12.0%		88.0%

		支払い対象となる範囲の拡充		58.2%		41.8%

		受託者に対する払出請求の簡素化		58.4%		41.6%







９-２．本制度の改善して欲しいと思う点（支払い対象の範囲）

73.4%
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本制度の改善して欲しいと思う点について、「支払い対象となる範囲の拡充」と回答した利用者のうち、53.1%が
「保護者が親子行事の参加に要する費用の拡充」、45.4％が「不妊治療に要する費用の拡充」と回答。

Q. （９-１．で「支払い対象となる範囲の拡充」と答えた回答者に質問）具体的に、どの費目が拡充されるとよいと
考えますか。（いくつでも）

本制度に対して、子育てや不妊治療に関する費用を中心とし、支払い対象の範囲拡充について、幅広い
ニーズが存在していることが見て取れる。

17.9%

20.6%

35.9%

41.6%

45.4%

53.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

結婚支援に要する費用（結婚相談所・

マッチングアプリの費用等）の拡充

こども誰でも通園制度に要する費用

結婚を機に転居する際に要する費用（配偶者

が契約する賃貸借契約費用等）の拡充

不妊治療に要する費用（プレコンセプションケアに要する費

用、凍結卵子運搬費用として業者へ支払う費用等）の拡充

保護者が親子行事の参加に要する費用

（親子遠足にかかる費用等）の拡充


Graph1

		その他		その他

		結婚支援に要する費用（結婚相談所・
マッチングアプリの費用等）の拡充		結婚支援に要する費用（結婚相談所・
マッチングアプリの費用等）の拡充

		こども誰でも通園制度に要する費用		こども誰でも通園制度に要する費用

		結婚を機に転居する際に要する費用（配偶者
が契約する賃貸借契約費用等）の拡充		結婚を機に転居する際に要する費用（配偶者
が契約する賃貸借契約費用等）の拡充

		不妊治療に要する費用（プレコンセプションケアに要する費用、凍結卵子運搬費用として業者へ支払う費用等）の拡充		不妊治療に要する費用（プレコンセプションケアに要する費用、凍結卵子運搬費用として業者へ支払う費用等）の拡充

		保護者が親子行事の参加に要する費用
（親子遠足にかかる費用等）の拡充		保護者が親子行事の参加に要する費用
（親子遠足にかかる費用等）の拡充
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		列1		列2		列3

		その他		17.9%		82.1%

		結婚支援に要する費用（結婚相談所・
マッチングアプリの費用等）の拡充 ケッコンシエンヨウヒヨウケッコンソウダンジョヒヨウトウカクジュウ		20.6%		79.4%

		こども誰でも通園制度に要する費用 ダレツウエンセイドヨウヒヨウ		35.9%		64.1%

		結婚を機に転居する際に要する費用（配偶者
が契約する賃貸借契約費用等）の拡充		41.6%		58.4%

		不妊治療に要する費用（プレコンセプションケアに要する費用、凍結卵子運搬費用として業者へ支払う費用等）の拡充 フニンチリョウヨウヒヨウヨウヒヨウトウケツランシウンパンヒヨウギョウシャシハラヒヨウナドカクジュウ		45.4%		54.6%

		保護者が親子行事の参加に要する費用
（親子遠足にかかる費用等）の拡充 ホゴシャオヤコギョウジサンカヨウヒヨウオヤコエンソクヒヨウナドカクジュウ		53.1%		46.9%







10．利用者の声

73.4%

56.0%
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Q.この制度の存在により、役立った・ためになったなど、良かったと思われる具体的事例をご回答ください。

結婚関係

妊娠・出産関係

子育て関係

その他

• 結婚式以外にも結婚にかかる費用の負担が軽くな
り、将来の見通しが立てやすくなった

• 結婚式にかかる費用に心理的負担感が減り、浮い
た費用を出産子育てに使えるので、早く出産・子育
てをしようという気持ちになった

• 本制度により、妊娠出産に踏み切ることができた
• 保険適用外の不妊治療に対して、この制度の贈与

によりお金の心配がなく取り組むことができた。保
険適用以上の回数や、保険適用外の治療でようや
く妊娠することができた

• 退職して不妊治療を行っており、夫の扶養に入っ
たが、高額療養費の負担上限付近の金額を支出
する月が何月もある。今後、高額療養費の上限引
き上げが予定されていることも踏まえると、本制度
がなくなると子供を諦めざるをえない

• 費用の心配をせず無痛分娩を選択でき、痛みが少
なかったため、第二子を前向きに検討できている

• 経済的な負担から、産後ケアサービスの利用に抵
抗があったが、本制度が産後ケアでも適用される
と知り、それなら利用しようとなった。産後は本当に
辛かったので、本制度があって、本当によかった

• 費用の心配をすることなくベビーシッターを依頼す
ることができた。近隣に頼れる家族や親族、友人
が少ない状況で、特に妻の子育ての負担を軽減す
ることができ、とても助かった

• 幼稚園の無償化がすすみ負担は減ったが、結局
バス代や給食代、協力費その他費用がかかる。当
該費用に本制度を充てることができ本当に助かっ
た。本制度により助けられ、貴重な我が子との時
間を家でゆっくり過ごすことができた

• 親である自分の出費は控えがちになってしまうが、
本制度によって母乳外来などの費用の負担を気に
せず通院でき、体調面で助かった

• 暦年贈与より特定の支払に充てることを目的と
した贈与のほうがもらう側にありがたみがある。
また、少子化問題への対応にふさわしいと思う
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